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６  県関係要領等 

 

災害救助法施行細則 

昭和40年10月29日規則第60号 

最終改正 令和２年３月27日規則第16号 
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災害救助法の適用基準 

 

１ 適用の要件 

(1) 災害のため一定規模以上の被害を生じた場合で、被災者が現に応急救助を必要

としていること。 

(2)  法による救助の要否は市(区)、町、村単位で判定すること。 

(3)  原則として同一の原因による災害であること。 

 

２  適用基準（災害救助法施行令第１条第１項） 

(1)  住家等への被害が生じた場合 

ア  市(区)町村内の全壊、全焼、流失等による住家の滅失した世帯数がそれぞれ

次の世帯数以上に達したとき（第１号）。 

 

市(区)町村の人口 住家滅失世帯数 

5,000人未満         30世帯 

5,000人以上  15,000人未満 40 〃 

15,000   〃   30,000  〃 50 〃 

30,000   〃   50,000  〃 60 〃 

50,000   〃  100,000  〃 80 〃 

100,000   〃  300,000  〃 100 〃 

300,000   〃 150 〃 

 

イ  被害世帯数がアの基準に達しないが、県下で住家滅失世帯数が2,500世帯以に

達した場合であって、市(区)町村の住家滅失世帯数が次に示す世帯以上に達しと

き（第２号）。 

 

市(区)町村の人口 住家滅失世帯数 

5,000人未満         15世帯 

5,000人以上15,000人未満 20 〃 

15,000  〃  30,000  〃 25 〃 

30,000  〃  50,000  〃 30 〃 

50,000  〃 100,000  〃 40 〃 

100,000  〃 300,000  〃 50 〃 

 300,000  〃 75 〃 

 

ウ  被害世帯数がア又はイの基準に達しないが、県下で住家滅失世帯数が12,000世

帯以上に達した場合であって、市(区)町村で多数の世帯の住家が滅失したとき

（第３号前段）。 

 

工  被害世帯数が、ア、イ及びウに該当しないが、下記の特別な事情がある場合で
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あって、市(区)町村で多数の世帯の住家が滅失したとき（第３号後段）。 

  ・ 災害にかかった者に対する食品もしくは生活必需品の給与等について特殊の

補給方法を必要とし、又は災害にかかった者の救出について特殊の技術を必要

とすること。 

 

 

（注）適用の基準となる被害世帯の換算等の計算は、次の方法による。 

① 住家の減失した世帯の算定にあたっては、全焼、全壊、流出等により住家

の減失した世帯数のほか、住家が半壊半焼等著しく損傷した世帯においては

２世帯をもって、床上浸水又は土砂たい積等により一時的に居住することが

できない状態になった世帯は３世帯をもって、それぞれ住家の減失した一の

世帯とみなす。 

② 被害世帯数は、家屋の棟数あるいは戸数とは関係なく、あくまでも世帯数

で計算する。例えば、被害戸数は1戸であっても、３世帯が居住していれば３

世帯として計算する。 

③ 飯場、下宿等の一時的寄留世帯については、生活本拠の所在地等総合的条

件を考慮して実情に即した決定をする。 

④ 多数の世帯とは、四囲の状況に応じて個々に判断されるべきものである

が、最低５世帯以上をいう。 

 

(2) 生命・身体への危害が生じた場合 

被害が、ア、イ、ウ及びエに該当しないが、多数の者が生命又は身体に危害を

受け、又は受けるおそれが生じた場合であって、下記の基準に該当したとき（第4

号）。 

・ 災害が発生し、又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難

して継続的に救助を必要とすること。 

・ 災害にかかった者に対する食品もしくは生活必需品の給与等について特殊の

補給方法を必要とし、又は災害にかかった者の救出について特殊の技術を必要

とすること。 
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被害認定基準 
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災害救助法又は国民保護法の適用のない場合の応急用米穀の取扱要領 

 

昭和61年8月20日 制  定 

                       平成16年10月8日 一部改正 

平成19年3月26日 一部改正 

平成23年3月25日 一部改正 

平成23年9月28日 一部改正 

平成30年4月 1日 一部改正 

令和 2年6月 3日 一部改正 

１ 趣 旨 

   この要領は、災害時に災害救助法（昭和22年法律第118号）又は武力攻撃事態等に

おける国民の保護のための措置に関する法律（平成16年法律第112号。以下「国民保

護法」という。）が発動された場合（災害救助法が発動され救助を行う場合又は国民保

護法が発動され救援を行う場合をいう。以下同じ。）において、知事又は当該災害地を

管轄する市町村長が農林水産省に対して、引渡要請をして買い受ける米穀（以下「災

害救助用米穀」という。）の引取りの円滑を期するための手続について、必要な事項を

定めるものとする。 

 

２ 引渡要請の手続 

（１）被災地域が連絡可能で知事の指示が受けられる場合 

ア 市町村長は、被災者に炊き出し給食を行うため米穀を必要とする場合は、速や

かに災害救助用米穀の引渡申請書（様式１）を作成し、知事（名古屋市長にあっ

ては県災害対策本部経由、その他の市町村長にあっては県方面本部経由とする。）

に提出する。ただし、やむを得ない事情により申請書の提出が困難なときは、申

請書に記載すべき事項を明確にして、電信、電話等により要請する（この場合、

事後速やかに所定の申請書を提出すること。）。 

  イ 知事は、前項の申請により災害救助用米穀の引渡要請数量を決定し（り災者１

食当たり150 ｸﾞﾗﾑを目安とする。）、農林水産省に、要請の第１報として、引渡要

請内容を電話連絡して、引渡要請書（様式２）を提出する。 

農林水産省が受託事業体と調整し、引渡の決定により、農林水産省と政府所有

主要米穀売買契約を締結する。 

（２）災害地域が孤立化したため、知事の指示が受けられない場合 

    災害地の市町村長は、交通及び通信が断絶し、孤立化したため災害救助用米穀

の緊急引取りについて（１）による知事の指示を受けることができない場合で、

災害救助法又は国民保護法が発動された場合に当該期間中に災害救助米穀の引渡

しを受ける必要のある場合は次による。 

  ア 市町村長は、直接、農林水産省に、要請の第１報として、引渡要請内容を電話

連絡して、農林水産省に、引渡要請書（様式２）を提出する。 

 イ 市町村長は、前項の措置を実施した場合は、連絡のつき次第速やかに要請した 

ことを、引渡申請書（様式 1）により知事（名古屋市長にあっては県災害対策本
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部経由、その他の市町村長にあっては県方面本部経由とする。）に提出する。 

 ウ 知事は、前項により提出された申請書に基づき、農林水産省と政府所有主要米 

穀売買契約を締結する。 

 

３ 実績報告書の提出 

市町村長は、災害救助用米穀の引渡しを受け、炊き出し給食を行った場合は、速や

かに災害救助用米穀による炊き出し給食実績報告書（様式３）を作成し、知事（食育

消費流通課）に提出する。なお、食育消費流通課は、写しを防災安全局（災害救助法

に基づく救助に係る場合は災害対策課、国民保護法に基づく救援に係る場合は防災危

機管理課へ送付する。）に提出する。 

 

４ その他 

  食育消費流通課は、防災安全局（災害救助法に基づく救助に係る場合は災害対策課、

国民保護法に基づく救援に係る場合は防災危機管理課。以下同じ。）と連絡調整を行う。 

また、平時から情報の共有を図り、国の制度改正等があった場合等は農業水産局か

ら防災安全局へ情報提供を行う。 

   

 

附 則 

 この要領は、昭和61年8月20日から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成16年10月8日から施行し、平成16年4月1日から適用する。 

附 則 

 この要領は、平成19年3月26日に施行する。 

附 則 

 この要領は、平成23年3月25日に施行する。 

附 則 

 この要領は、平成23年9月28日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年６月３日から施行する。 
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（様式１） 

災害救助用米穀緊急引渡申請書  

 

年    月    日 

 

愛 知 県 知 事 殿 

 

市  町  村  長  ○印 

 

 

このことについて、愛知県災害救助法又は国民保護法が発動された場合における

災害救助用米穀の取扱要領に基づき、下記のとおり申請します。 

記 

１ 災害の種類 

 

 

２ 被害状況及び地域 

 

 

３ 申請数量 

対象戸数 対象人員     延食数 基準量 申請数量 備 考 

    

    戸 

    

    人 

    

    食 

    

    ｇ 

    

    ㎏ 

 

 

４ 引渡希望時期、場所及び方法 

 

 

５ 引渡担当者(氏名・連絡先) 

 

 

※ この申請書を市町村長が知事に提出する場合は、県方面本部経由（名古屋市は県

災害対策本部経由）で提出すること。 
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（様式２） 

 

年    月    日 

 

農林水産省政策統括官殿 

 

愛知県知事(市町村長)  印  

 

 

災害救助用米穀の引渡要請書           

 

米穀の買入れ・販売等に関する基本要領(平成21年５月29日付け21総食第113 

号総合食料局長通知)第４章Ⅰ第11の1に基づき、以下のとおり要請します。 

       

 

   

 

引渡希望数量(㎏) 引渡希望時期 

 

引 渡 場 所 

 

引 渡 方 法 

 

 

備  考 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

 （注）公印を省略する場合は、押印場所に「公印省略」と記載する。 

  

引渡担当者 

氏 名 

連絡先 
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（様式３） 

災 害 救 助 用 米 穀 に よ る 炊 き 出 し 給 食 実 績 報 告 書 

 

年  月  日 

 

愛 知 県 知 事 殿  

 

市 町 村 長 ○印  

 

（災害の種類）の被災により、災害救助用米穀を下記のとおり、被災者に炊き出し給 

食いたしました。 

記 

 

 

１ 災害救助用米穀受領量(キロ数) 

  

 

２ 実施場所 

 

 

３ 実施期間 

 

 

４ 給食使用量(キロ数) 

 

 

※ この報告書を市町村長が知事に提出する場合は、農業水産局農政部食育消費流通課

へ提出すること。 
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名古屋市航空機隊支援出動要請要領 
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467 
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470 
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着陸帯設定時における留意事項 
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